
１ 上場審査と労働関連法の遵守
上場審査においては、審査対象企

業の事業活動に則して、遵守すべき
法令の把握と当該法令を遵守するた
めの体制づくりが求められます。一
言でいえば、「内部統制」であり、
コンプライアンス遵守のための体制
整備が必要です。

どのような企業でも関連してくる
のが、労働関連法令を遵守すること
です。ほとんどの企業では、従業員
を抱えることなく上場に臨むことは
ありえません。また、労働関連法に
ついては、賃金の支払方法や休憩、
休日の付与などについては罰則も定
められており、未払い残業代が発生
している場合には簿外債務が存在し
ていることにもつながり、計算書類
への影響もあるため、労働関連法令
を遵守すべく内部統制を整える必要
性は高いといえます。

一方、労働関連法令の遵守体制を
整えることは、社内の就業規則や規
程類といった書面の作成をもって完
了するものではなく、日々の業務が
就業規則などに適合する状態にしな
ければならないことから、一朝一夕
では成し遂げられません。したがっ
て、上場準備段階において、労働関
連法令に着目して、労務監査を実施
することで、実体の伴う内部統制整
備を実施しておくことは、非常に重
要でしょう。

２ 上場審査時のチェックポイント
労働関連法令が定める内容は多岐

にわたり全てを挙げることはできま
せんが、一つの労務監査の切り口と
して、未払い残業代が生じていない
ことを確認することが挙げられます。
一口に未払い残業問題といえども、

その原因は様々であり、未払い残業
代の発生原因を整理することで、労
働関連法令の遵守体制が広く把握で
きるほか、実態を伴うものにするこ
とに最も時間も労力も費用も必要と
なるところであるため、早期に対処
しておくべきです。

未払い残業代が発生する主な原因
を上げると以下のようなケースがあ
ります。

① 未払い賃金の計算となる基礎賃
金の計算に誤りがある。

② 労働時間管理の方法に誤りがあ
る。

③ 事業場外労働の適用条件を充足
していない。

④ フレックスタイム、変形労働時
間制の適用条件を充足していな
い。

⑤ 管理監督者の要件を充足してい
ない管理職が存在している。

まず、①についてよくあるのは、
各種手当などを割増賃金の計算基礎
から除外しているケースです。除外
できる手当は法令等で列挙されてい
るため、就業規則に定めたとしても、
計算基礎から除外することがかなわ
ないことが多くあります。また、固
定時間外手当（みなし残業手当）を
支給している場合に、判例が定める

ような明確区分性を確保できている
のか、超過部分の支払いが実施され
ているのかなどの運用が伴っていな
ければ、計算基礎に加えなければな
らなくなる点にも注意が必要です。

そのほか、③及び④に関して、事
業場外労働やフレックスタイム制、
変形労働時間制を採用している場合
において、就業規則の定めや必要な
労使協定の締結及び届出などの形式
的な要件に欠ける場合には、各制度
が適用されず、その結果未払い残業
代が発生してしまうこともあります。
また、これらの制度における残業時
間の計算方法は、通常とは異なるた
め、計算方法自体に誤りが入り込ん
でいるケースも見受けられます。

また、⑤に関しては、「名ばかり
管理職」などとも呼ばれる問題があ
ります。時間外労働や休日労働の割
増賃金の対象外となる管理監督者は、
「経営者との一体性」が必要といっ
た要件があり、重要な会議への出席、
労働時間に対する裁量の有無、ふさ
わしい賃金の支給、採用などの人事
権が与えられていることなど、裁判
例では様々な判断要素が挙げられて
いるところ、これらの判断要素を検
討することなく、「一定以上の役職
者＝管理監督者」としているケース
があります。このような場合で、管
理監督者に対する残業代の支払いが
全くなされていない場合には、未払
い残業代が発生してしまっているこ
とにつながります。
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・未払い残業代の有無と発生原因の確認は早急に。

・適法な労働時間管理の運用、そして実態に即した就業規則の整備を実現。



３ 労働時間管理は「客観性」かつ
「適正な記録」が求められる
最も難題となるのは、②の労働時

間管理方法に誤りがあることです。
厚生労働省は、「労働時間の適正

な把握のために使用者が講ずべき措
置に関するガイドライン」を用意し
ており、基本的にはこれにしたがっ
て労働時間管理を実施すべきです。
まずは、始業時刻と終業時刻の確

認及び記録が重要ですが、原則的な
記録方法としては以下のいずれかを
採用すべきとされています。

（1）使用者による現認（指差し点
呼のようなイメージです。）

（2）タイムカード、 ICカード、パ
ソコンの使用時間の記録等の
客観的な記録を基礎として確
認し、適正に記録すること

また、労働安全衛生法及び同法施行
規則5 2条の7の3第2項では、労働時
間の状況の記録について 3年間保存
するために必要な措置を講じなけれ
ばならないともされているため、事
業者は、当該保存義務の存続する期
間の記録を把握しておかなければな
りません。
労 働 時 間 の 把 握 方 法 の う ち 、

（ 1）使用者による現認を採用する
企業はほとんどなくなっており、現
実的に機能しているのは（ 2）の客
観的かつ適正な記録です。
タイムカードを設置すれば足りる

のであれば準備は容易なのですが、
多くの企業で問題になるのは、「適
正な記録」となっているか否かです。
タイムカードは、事後的な変更が行
いにくい又は変更記録が残るといっ
た意味では、「客観的」ではありま
すが（なお、労働者自身が記録を変
更できるうえ、変更の記録も残らな

いものは客観的とはいいがたいと考
えられます。）、労働者が打刻自体
を控えたり、時間をずらしたりする
ことは可能であるため、「適正な記
録」にならない場合もあります。
例えば、「適正な記録」とならな

いケースは以下のような場合が考え
られます 。

• 始業の打刻前又は終業の打刻後に
残業を継続している

• 所定労働時間前の出社を義務付け
ている朝礼や清掃などがあるにも
かかわらず所定労働時間後になら
ないと打刻を認めない

• 時間外労働に上限を設定して上限
以上の残業に対しては残業代を支
払わない

• 自宅への業務の持ち帰りを認めて
自宅での執務について残業と認め
ない

たとえ、タイムカードにより時間
管理を実施していたとしても、それ
だけでは補足できない労働時間は多
くあります。
したがって、労務監査などでも重

視するのは、労働時間の把握方法が
客観的であるか否かではなく、むし
ろ、適正な記録となっているかに主
眼をおいて、タイムカードの記録が
実態と合致しているのかという点が
重要な監査対象となります。過去の
労働時間を具体的かつ正確に把握す
ることは困難ですが、運用自体に誤
りがあればそれを正しておき、当該
運用の徹底を図ることが上場準備段
階で整えておくべき労働時間管理で
しょう。

未払い残業代はないという判断の
もと、上場審査に向けて準備を進め
ていたところ、退職した労働者など

から未払い残業代の請求が行われた
りすると、事件対応のために実態把
握は必要となりますが、同じ業務に
従事していた労働者に対しても未払
い残業代が発生していないのか検証
しなければ、上場審査には耐えられ
ません。そのような事態にならない
ためにも、労務監査は上場準備の早
期の段階で対処しておくことが望ま
しいでしょう。

４ 上場実現に向けて、運用の見直
しか、就業規則の修正か
労働時間管理に関する運用を把握

した後には、運用自体を見直すのか、
現状の運用を維持することができる
ように就業規則を修正するのかとい
う判断が必要となります。
人事労務管理においては、労働者

が働きやすいように変質していく現
象が生じやすく、それに伴った就業
規則の改定作業が行われていない場
合もあります。
とはいえ、運用自体が適法に実施

できない内容であれば、いかに就業
規則を修正したとしても運用を維持
することはできませんので、不適法
な運用を就業規則で追認することは
できません。就業規則を修正するの
は、運用と就業規則に齟齬があり、
かつ、運用自体は適法に実施できる
ようなケースです。
多くの場合では、適法に運用でき

ない実態を修正する一方で、適法に
運用できる実態部分を就業規則に反
映させておくという、両面の対応が
求められることになりますが、従業
員に混乱が生じないように配慮しな
がら、伝え方や変更の時期などにも
注意しつつ対応していくことが望ま
しいでしょう。
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